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4．津波 

 

4.1 概要 

東南海・南海地震では，海溝深部地殻の断層破壊によって地震波動が地盤中に放射され揺れが

生じると同時に，海底地盤の鉛直変位が海面の水位変動をひきおこし，津波となって紀伊水道か

ら大阪湾の沿岸部に伝播してくる。「平成 15～16年度東南海・南海地震津波対策検討調査」の検

討より，①沿岸部までの到達時間と波高，流速の予測，②浸水地域の予測結果を示す。 

 

4.2 津波の予測方法 

予測の計算条件は次のとおりである。計算は，現況地形と将来地形の 2ケースの計算を実施し，

その後，水門・樋門・門扉の各防潮施設前面で津波がより高くなる方の津波波形を入力条件とし

て，陸域への津波の氾濫計算を実施した。予測方法の詳細は，付録Ⅱ－5に添付した。 

・波源モデル：想定東南海・南海地震津波 

（大阪港と大阪港以南でそれぞれ津波が最大となる波源を採用した。） 

・計算潮位 ：朔望平均満潮位（T.P.+0.8m） 

・計算格子間隔：12.5m 

・地形条件 ：現況および将来地形 

・防潮施設 ：防潮堤／地震動による被害なし 

 防潮水門・樋門・鉄扉／開放＊ 

＊大阪港は，常時閉鎖されている施設と夜間に閉鎖される施設は閉鎖 

大阪港以南は，常時閉鎖されている施設は閉鎖 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 現況地形と将来地形 

現況地形 

将来地形 

新島と南防波堤の新設 

堺泊地沖人工干潟の新設 

埋め立て 

埋め立て 埋め立て（Ⅱ期島） 

深日漁港改修 

小島漁港改修 
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図 4-2に予測計算のフローを示し，表 4-1に算手法および計算諸元の概略を示す。 

 

 

海底地盤の地盤変位量解析 

水深データ・断層パラメータの設定 

初期地盤変位量＝海面の水位変動量の算出 

津波となって沿岸に伝播 

沿岸に来襲する津波の時々刻々の変化 

陸域の氾濫計算 

到達時刻，津波水

位，流速の算出 

浸水地域の算出 
 

図 4-2 津波，浸水地域の予測フロー 

 

表 4-1 計算手法および計算諸元一覧 

 項目 内容 

計算手法 

基礎式 非線形長波理論式および連続式 

差分スキーム 
【空間差分】スタッガード格子法 

【時間差分】リープ・フロッグ法 

越流公式 本間公式 

遡上境界条件式 岩崎・真野公式（露出処理） 

計算諸元 

波源（断層）モデル モデルＡ（想定南海モデル） 

地形形状 現況地形と将来地形の２地形 

計算潮位 朔望平均満潮位（T.P.+0.8m） 

最小計算格子間隔 Δ=12.5m 

計算時間間隔 Δt=0.3s 

計算時間 ６時間 

沖側境界条件 透過境界 

陸域境界条件 完全反射，ただし河川の高水敷等への浸水は考慮する 

水平渦動粘性係数 AH=0.0 

粗度係数 0.025（ﾏﾆﾝｸﾞの粗度係数） 
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4.3 想定される津波 

東南海・南海地震による津波は，以下のように想定される。 

（1）到達時間（地震発生直後の初期水位から 20cm水位上昇） 

南部では地震発生から 50分で津波の第一波が到達し，北へ向かうほど時間差が生じ，貝塚で

90分，堺で 100分，大阪で 120分程度となる。【図 4-3】 

（2）津波水位 

津波水位（計算潮位＋津波高）は，南部では最大 TP+2m 程度であるが，北へ向かうほど高

くなり，高石・堺・大阪では最大 TP+3～4m（津波高で約 2～3m）となる。【図 4-4】 

（4）津波流速 

水路や防波堤背後などの狭窄部で速くなり，最大 3～4m/sとなる。 

（5）浸水地域 

大阪府北部では，大阪市の河口部や堺市～泉大津市の臨海部で浸水深 0.5～2.5m程度の浸水

地域が予想される。また，大阪府南部沿岸部の港湾・漁港では，岸壁・物揚場と一部の背後市

街地で浸水が生じるおそれがある。【図 4-5】 
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図 4-3 津波到達時間 
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図 4-4 最大津波水位の分布 
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図 4-5 浸水予測結果 

※○で示した港湾・漁港では岸壁・物揚場と一部

※の背後市街地で浸水が生じるおそれがある。 

【堺市～泉大津市】 

＜堺エリア＞ 

＜泉北エリア＞ 

【田尻町～岬町】 

＜大阪市域＞ 

堺エリア 

泉北エリア 
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